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はじめに
　1990年をピークとするバブル経済の崩壊、1995年の阪神・淡路大震災、1997年のアジア金融
危機、2008年のリーマンショック、2011年の東日本大震災と次々に日本を襲う難題。2000年
代初めにやや景気が持ち直した様相を見せたが、日本社会一般の「生活困難感」は払しょくさ
れなかった。それどころか、国内の経済格差は拡大こそすれ、縮まることはなかった。
　日本全体の経済不況下で東海地方は日本全体の景気牽引役とみなされてきた。東海地方は全
国から「経済も好調で暮らしも豊か」に見られているが、2008年～2009年のリーマンショック
の影響は大きく、「トヨタ・ショック」に見舞われ、格差が拡大する社会で「居住貧困」は名
古屋大都市圏でも静かに浸透している。
　そこで、本稿ではまず「新たな居住貧困」が生れる背景を振り返る。そして「中京大都市圏
の住宅事情の特徴」を踏まえ、「中京大都市圏の居住条件の変化」「居住水準の推移」を検討す
る。更に製造業が盛んな名古屋大都市圏の特徴として「非正規労働者の雇止め状況」を振り返
り、最後に「見守り大家さんヘルプライン」を通して名古屋大都市圏の居住貧困を捉える。
　拙稿が名古屋大都市圏ならびに日本の「新たな居住貧困」を考える一助になれば幸いである。
名古屋を中心とする都市圏での居住貧困を考察するが、既存統計を利用するため、その集計範
囲が中京大都市圏であったり、愛知県であったりすることを予めお断りする。
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１．「新たな居住貧困」
　本章では、まず「新たな居住貧困」（世帯数を上回る住宅数と空家を抱えながら安定した住
居に住むことができない人々がいる）と、これまでの「居住貧困」（住宅数が世帯数を下回り、
適切な居住を実現できなかった）の違いを確認する。
（１）「居住貧困」の変化
　高度経済成長期までの日本における「居住貧困」は、社会全体の貧困であった。特に第二次
世界大戦直後には世帯数に比べて住宅戸数が約420万戸少なかった。社会全体の生産能力の減
退は、住宅戸数の不足とともに「狭小過密居住」や「不衛生な状態」を生み出した。医療技術
の進歩、国民の栄養状態の改善とともに住宅の建設とその質の向上が急務であった。住居の貧
困解消は感染症や伝染性の疾患の伝播を抑えると言うことで個々人の問題であるとともに社
会問題でもあった。
　1960年代の高度経済成長期には、地方から大都市圏への大規模な人口が移動し、その後の大
都市圏での世帯形成のために住宅不足が深刻になった。1970年代半ばになると郊外住宅団地の
建設などもあり、住宅戸数と世帯数が均衡するようになった。住宅問題の焦点は「住宅不足」
から住宅の規模や居住設備などの「住宅の質向上」に移行した、と言われた。しかしながら一
方では更なる世帯分離の進行で住宅の量的需要はすぐには緩和しなかった。
　「住宅の質向上」時代を迎え、より豊かな生活を達成するために政策目標として1973年に「居
住水準」が設定された。経済成長によって居住水準の向上が期待され、「居住貧困」は一般社会
では認識されなくなった。つまり「地価上昇」、「賃金上昇」、「終身雇用」が労働者およびその
世帯の居住水準を向上させることが期待された。世帯形成期の木賃住宅居住から始まり、郊外
の戸建庭付き住宅を取得する居住水準向上の道筋は「すごろく」になぞらえ、「住宅すごろく」
や「住宅の梯子」と呼ばれた。公営住宅は「住宅の梯子」に乗れない、住宅市場で住宅を確保
できない者への特例として、また「住宅の梯子」を駆け上がる基点として位置付けられた。
（２）居住水準向上の仕組みとその崩壊
　日本の高度経済成長は1973年の石油ショックによって基本的に終わり、不安定な経済成長時
代を迎えた。高度経済成長期を通して地価は消費者物価と比較して10倍から100倍の上昇を記
録した。土地への投資は、最も安全で配当の高い投資であった。終身雇用や年功序列賃金が労
働者の住居費支払いを確実なものとし、土地の取得を含む持家の取得は居住水準向上のもっと
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も合理的な方法であった。たとえ狭くとも土地を含んだ住宅を所有すると、数年後に土地と住
宅を売却すれば大きな利益を得ることができた。その利益は更に高水準の持家を取得する原資
となった。住宅の取得によって所得税が減免され、住宅売却益を有効に活用できた。確実な居
住水準の向上は、住宅建設活動による経済波及効果とともに新規の高水準な住宅への居住によ
る家具や家電機器などの購入と言う消費波及効果をも伴った。経済の好循環が高度経済成長期
に生み出された。政府の住宅取得税控除、企業の社宅や住宅補助なども労働者の持家を後押し
することとなった。そうしたことが、「住宅は労働の成果、甲斐性」であるという認識を徐々
に国民に浸透させていったと考えられる。
　持家への「住宅の梯子」志向を強固にした仕組みは資産形成とともに更に次の二点が考えら
れる。第一に1961年のILOからの「労働者住宅勧告」は、寮や社宅など労働者を勤務時間以外
にも拘束すると考えられる制度の廃止を求めた。その勧告を踏まえて労働組合は、企業に寮や
社宅を提供させるよりも住宅手当として金銭的成果を受け取ることに労働組合運動の戦術を
変えた。そうした動きも労働者の志向を持家に向かわせることとなった。第二に持家と借家の
格差が先進工業国の中で日本は異常に高いことである。借家の規模は平均45m2程度であるが、
持家は125m2以上である。「住宅の梯子」として小規模な賃貸住宅から始まる居住水準向上の
道筋は居住費負担を考えると合理的ではあるが、世帯を形成し、子どもを産み、育てることを
考えると借家での生活継続が困難で、持家を選択せざるを得ない。こうした持家と借家の格差
も人々を持家志向に向かわせた要因の一つである。
　日本の住宅取得および居住水準向上の仕組みは、経済が成長し、地価が上昇し、年功序列賃
金で終身雇用が保障されることで機能した。また、住宅市場に参加できない又はそこから転落
した場合に家族・親族や地域社会という「非市場」社会での互助も機能していた。それを表す
典型的な指標は住宅一戸当たりに住んでいる人数である。高度経済成長期の世帯規模は4.5人
程度であった。現在では2.5人未満である。単身世帯と二人世帯が過半数を占めている。かつ
て十人程度の規模で暮らしていることも珍しくなった。当然のことであるが一世帯一住宅を満
足できていなかったので複数世帯が同一住戸で暮らしていた。そのことは過密居住を意味した
が、一方では互助を機能させていた。誰かが病気やけがで働けなくとも、複数人の稼ぎ手のお
かげで人々は暮らせた。単身世帯や二人世帯では、稼ぎ手が怪我や病気で働けなくなるとそれ
だけで収入が途絶え、家計が成り立たない。家族・親族や地域の支え合いは人口移動と世帯規
模の縮小で徐々にその力を失った。世帯規模や住戸居住者規模の縮小は、産業構造や就業形態
変化の影響を受けた。地方から大都市圏への人口移動が起こり、多世代世帯は減少し、核家族
化が進行した。大都市圏郊外の住宅団地開発が核家族の郊外への居住と、インナーエリアに
「取残され高齢者」を発生させ、更に世帯規模の縮小を進めた。居住形態の変化、縮小化が現
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在の脆弱な居住の仕組みを生んでしまった。この脆弱な居住を支援する社会の仕組みが必要で
ある。一世帯一住宅居住という長年の夢はかなったが、それぞれの暮らしを支える社会的ソフ
トはまだ整っていない。
　日本では暮らしを「家族・親族」や「地域」、そして「企業」が中心をなして支えていた。そ
うした暮らしの支えを持たない人々を政府の社会保障が支えていた。しかし、景気刺激策とし
ての公共事業や人口高齢化の進展による医療、福祉などの社会保障費の歳出が財政を圧迫し、
政府の社会保障制度は拡大するどころか十分に期待できなくなってきた。これまでの暮らしを
支えてきた「企業」「親族・家族・地域」「政府」のいずれもが機能不全を起こしているのが現
在の状況である。
（３）新たな居住貧困の出現
　「就労の成果としての住居」が実現しなくなり、「新たな居住貧困」がクローズアップしてき
た。1990年頃を境に国境を越えた資本と人の移動が容易になった。国際競争の激化が企業に人
件費を削減させるために若年正規雇用を非正規雇用に転換させたり、中高年雇用者のリストラ
を促したりした。企業が正規雇用の従業員を教育・訓練する機会を放棄したのは、労働者派遣
を一般化した法制度の改変とともに製造技術の変化の側面もある。工程を細分化、製造機器の
軽量化や扱いやすさを改善し、労働を単純な作業に細分化した。特別な技術を修得せずとも誰
もが製造ラインで働けるようになった。そうした労働の細分化・単純化は、低賃金就労者に就
労機会を与えるようになった。その結果、労働者の属性は屈強な成年男性から高齢者や女性、
そして外国人へとより低賃金の労働者が多くを占めるようになった。工場近くの郊外の寮や社
宅に暮らし、製造業に従事する労働者が増えた。こうした労働者の中には少なくない外国人労
働者も含まれた。
　一方、製造部門以外では市街地内での梱包、製品の整理、配達、警備、清掃など都市雑業と
言われる就労が派遣就労の場として広がった。都市雑業の就労の場は作業の発生量で市街地を
転々と移動する。しかし、その移動手段の確保も費用も労働者本人の責任とされた。こうして
市街地と郊外の両地域で、低所得で不安定な就労者が増えていった。
　一方、住むこと、家賃やローンなど住居費を負担することに余裕をなくした現在社会は、お
金を払えない人、問題が生じたときに支援してくれる人や組織とつながっていない人に住居を
配分できなくなってしまった。13.5%（2013年「住宅土地統計調査」）の空き家を抱えながら、
住宅に住めない人があちこちに居る社会となった。この現象は、戦後70年を経た「新たな居住
貧困」と言ってよいであろう。社会として抱えている住宅ストックを、住宅に困窮している個
人に配分する社会的機能が低下した。
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　現在の社会が適切な住宅を配分しなければならない人々は、次のような人々だ。第一にかつ
て「住宅の梯子」を途中まで駆け上がってきたが、居住水準を向上させるために更に駆け上が
ることができなくなった人々。こうした人々は世帯規模や世帯構成にふさわしい住居に暮らせ
ていない。第二に正規雇用を得られず、「住宅の梯子」に参加できない人々。不安定な収入の
ために借家を契約できず、ネットカフェや24時間営業のチェーン店を泊まり歩いている人々。
あるいは、実家で居住し続けている世帯内単身者。第三に病気やけがなどで「住宅の梯子」か
ら落ちたり、再び梯子を上がることができなかったりした人々。この中でも運の良い人々は、
生活保護を受給したり、公営住宅に住んだりしている。第四に海外や中京圏以外から転入し、
「住宅の梯子」の外にいる人々。景気の良い時は企業の寮などで暮らせるが、景気が下向きに
なると仕事を請け負うことができず、就労と暮らしの場を失っている。
２．名古屋大都市圏の住宅事情の特徴
　名古屋大都市圏の住宅事情を「住宅土地統計調査」を用いて概観する。住宅事情の指標とし
て国土交通省の定めている「居住水準」を用いると、2013年の最低居住面積水準以上比率は中
京大都市圏が90.9%で、関東大都市圏（86.3%）、近畿大都市圏（88.9%）と比較して良好である。
「住宅土地統計調査」（2013年）のその他の指標を以下にみる。全国に占める中京大都市圏の住
宅数の割合は6.9%で、関東大都市圏（30.3%）の四分の一以下、近畿大都市圏（15.9%）の二分
の一以下。中京大都市圏の空家率は12.6%で、関東大都市圏（11.4%）よりは多いが、近畿大都
市圏（13.9%）より少ない。中京大都市圏の持ち家率は61.3%で、関東大都市圏（56.5%）およ
び近畿大都市圏（59.5%）よりも高い。中京大都市圏の専用住宅の規模は4.82室で、関東大都市
圏（3.91室）および近畿大都市圏（4.41室）より大きい。同様に中京大都市圏の専用住宅の規
模は98.14m2で、関東大都市圏（77.36m2）および近畿大都市圏（85.40m2）より広い。一人当た
り畳数も中京大都市圏は14.05畳で、関東大都市圏（12.41畳）および近畿大都市圏（13.22畳）
よりも住宅規模が大きい。中京大都市圏の一室当たり人員は0.52人で、近畿大都市圏（0.52人）
と同じで関東大都市圏（0.58人）よりは少ない。専用住宅の一畳当たりの家賃（「給与住宅」を
除く）を比較すると、全国平均と比べても、三大都市圏で比べても、もっとも低い。給与住宅
の家賃（1,788円）は、全国平均（1,542 円）、近畿大都市圏（1,704円）より高くなっている。
　以上の中京大都市圏の住宅事情を一言で表せば、「三大都市圏の中で最も居住水準の高い」大
都市圏である。近年、愛知県での住宅建設が盛んで、住宅戸数の増加も顕著である。
　ところで愛知県の特徴を示す指標のひとつにブラジル国籍者の多さがある。在留外国人数は
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一位の東京都が393,585人、二位が大阪府の203,288人、三位が愛知県の195,970人である（「在
留外国人統計」2012年12月）。しかしブラジル人に限るとその数は愛知県が全国一位で50,529
人、全国のブラジル人人口190,581人の四分の一以上を占める。更に、静岡県が29,668人、三
重県が13,324人、岐阜県が11,530人と東海4県合計で、105,051人と全国の過半（55.1%）を占
める。
　また居住貧困の最も厳しい状況としてホームレスは認識されているが、愛知県内のホームレ
ス数は2003年1月の2,121人から2014年1月には380人に減少した。愛知県のホームレス数は、
大阪府（1,864人）、東京都（1,768人）、神奈川県（1,324人）につぐが、上位3都府県とは一桁
小さな数字である。名古屋市内のホームレス数は、2003年1月の1,788人から264人に減少した。
野宿場所（2014年）は河川が38.4%、都市公園が29.7%、その他24.2%、道路9.7%である。ホー
ムレスの平均年齢は年々上昇しており、ホームレス状態からの脱却の困難さを示している。
３．居住条件の変化
　愛知県の居住条件の変化を「居住貧困」の観点から低所得者向けの住宅等について検討する。
総世帯数は1998年から2008年の10年間で118.3%に増加し、借家居住世帯は118.6%、年収300
万円未満世帯は114.1%に増加した。愛知県全体としては年収300万円未満の世帯数は増加した
ものの、全世帯に占めるその比率はほぼ横ばいである。借家の平均家賃は46,332円から51,995
円へと他の指標と同様に112.2%に上昇しており、消費者物価指数の変化と比べると、低所得者
層にとって居住がより困難になっていることを示している。
表1　愛知県の低所得借家居住世帯数と平均家賃
総世帯数 借家居住世帯
年収300万円 
未満世帯数
年収300万円 
未満世帯比率
平均家賃
2008年 2,787,500 1,083,000 373,100 13.4% 51,995円
2003年 2,558,200 986,700 404,700 15.8% 48,853円
1998年 2,356,900 913,100 327,000 13.9% 46,332円
出所；「住宅・土地統計調査」より
　比較的低所得者層向けに提供されている公的住宅は、2007年度の200,936戸から2011年度の
201,904戸へと100.5%のほぼ横ばいである。その構成は、都市再生機構住宅の微減と市町村営
住宅の微増である。愛知県内の総世帯数の増加や借家世帯数の増加を考慮すると低所得者層に
対する公営住宅の比率は低下している。
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　民営借家の状況は、表3に示す通りである。民営借家総数は、1998年の635,600戸から2008
年の788,800戸と124.1%に増加している。名古屋市における住宅扶助額が35,800円であるので
家賃月額4万円未満の住宅戸数を検討すると、家賃4万円未満の借家数は1998年の167,300戸か
ら2008年の105,900戸と63.2%に減少している。家賃4万円未満の借家が民営借家に占める比率
も26.3%から13.4%へとほぼ半減している。この統計は低所得世帯が無理のない経済生活を営
める住宅が減少していることを示している。
表3　民営借家の1か月当たり家賃別民営借家（専用住宅）数 ― 愛知県
総　数
1か月当たり家賃（円） 家賃4万
円未満の
借家比率50円未満 50 
 ～5,000
5,000 
 ～1万
1万 
 ～1万5千
1万5千 
 ～2万
2万 
 ～2万5千
2万5千 
 ～3万
3万 
 ～4万
家賃4万円未
満の借家数
2008 788,800 4,700 700 1,700 4,800 6,600 9,800 12,300 65,300 105,900 13.4%
2003 707,900 7,800 1,200 5,100 6,900 8,700 15,600 18,200 71,100 134,600 19.0%
1998 635,600 5,700 1,000 3,400 8,600 14,300  23,600  26,500  84,200  167,300 26.3%
出所;「住宅土地統計調査」より作成
　「新たな居住貧困」に直面しやすい住宅以外の建物で居住する人々を検討すると、1998年か
ら2008年の間に総数が93.6%に減少している。その構成を検討すると、「学校等の寮・寄宿舎」
に居住している者は73.1%に顕著に減少している（減少した人数は3,600人）。「会社等の寮・
寄宿舎」に居住している者は1998年の94,300人から2008年の67,500人に71.5%に減少してい
る。一方で、「その他の建物」に居住している者が1998年の37,500人から2008年の61,400人と
163.7%に増加している。
　既述のように企業が従業員のために寮や寄宿舎を所有することは困難な環境になったが、派
表2　愛知県公的住宅等管理戸数 （単位　戸）
年度 総数 県営 市町村営 都市再生機構 公社
2012 199 344 59 516 80 492 53 262 6 074
2011 201 904 59 811 82 729 53 280 6 084
2010 201 557 59 680 82 510 53 283 6 084
2009 202 633 60 053 82 532 53 949 6 099
2008 200 852 59 610 80 583 54 518 6 141
2007 200 936 59 830 80 345 54 673 6 088
注　専用店舗を除く。
資料　県建設部建築担当局公営住宅課県営住宅管理室，独立行政法人都市再生機構，
　　　愛知県住宅供給公社，名古屋市住宅供給公社
出所　「愛知県統計年鑑」
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遣労働者や期間工の雇用には労働者が住む建物が必要である。「その他の建物」は、社会施設、
病院、工場、作業場、事務所などが該当する。会社の寮や寄宿舎から無料低額宿泊所、法に定
めの無い施設、工場・作業場・事務所などのへの住み込みなどの居住が増えることで「その他
の建物」に居住する者が増加していると推察される。
４．居住水準の推移
　中京大都市圏と全国の最低居住面積水準未満の比率を列挙する（以下、中京大都市圏、全国　
の順）と1998年（3.8%、5.1%）、2003年（3.3%、4.2%）、2008年（6.0%、6.7%）、2013年（6.6%、
6.9%）である。いずれの年も中京大都市圏の最低居住面積水準未満の比率は全国水準より低く、
全国平均を上回る居住水準を維持している。1998年から2003年の間は、全国および中京大都
市圏の最低居住面積水準未満比率は低下し、居住水準が改善されたが、2008年から2013年の
間に全国および中京大都市圏共に最低居住面積水準未満比率が上昇し、居住水準が低下した。
特に、最低居住面積水準未満比率は2008年対する2013年の比率が全国で103%であるのに対し
て、中京大都市圏は110%と悪化が顕著である。
　図1に示すように最低居住面積水準未満世帯比率（愛知県）を世帯の年収別に比較すると、
年収の上昇とともに最低居住水準未満比率が低下している。また、それを調査年ごとに比較す
ると1998年から2003年ではいずれの年収階層でも最低居住面積水準未満世帯比率は低下して
いる。この傾向は前述の全体傾向と一致する。しかしながら、2008年になると年収500万円未
満の低所得階層では最低居住面積水準未満世帯比率が上昇しているのに対して、700万円以上
の高所得世帯では最低居住面積水準未満世帯比率が低下している。近年の格差拡大社会の傾向
を反映し、低所得世帯の居住水準の低下と高所得世帯の居住水準の向上が見られる。
表4　住宅以外の建物で居住する世帯人員（愛知県）
2008年 2003年 1998年
総 数 139,200 119,900 148,700
会社等の寮･寄宿舎 67,500 55,100 94,300
学校等の寮･寄宿舎 9,800 10,900 13,400
下 宿 屋 ― ― 500
旅 館 ･ 宿 泊 所 600 2,000 3,000
そ の 他 の 建 物 61,400 52,000 37,500
出所；「住宅土地統計調査」より
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　最低居住面積水準未満世帯数の変化を1998年と2008年を比較すると、世帯収入200万円未満
の世帯を除いて世帯年収500万円までの世帯では、最低居住面積水準未満世帯数が顕著に上昇
している。一方、高所得世帯、特に世帯年収1000万円以上の世帯では最低居住面積水準未満世
帯数が顕著に減少している。世帯年収別最低居住面積水準未満世帯数は、世帯年収400～500万
円で最低居住面積水準未満世帯が顕著に増加している。
　低所得者層の居住の難易を検討するために横軸を「最低居住面積水準未満比率」、縦軸を「民
営借家の家賃4万円未満比率」として、愛知県内市区町村の水準を散布図に作成した（2008年
統計）。各市区町のプロットは「最低居住面積水準未満比率」の平均である6%程度、「民営借
出所;「住宅・土地統計調査」より作成
出所;「住宅・土地統計調査」より作成
図1　世帯年収別最低居住水準未満世帯比率（%、愛知県）の推移
図2　世帯年収別最低居住面積水準未満世帯数の推移（愛知県）
世帯年収（万円）
（戸）
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家の家賃4万円未満住宅比率」の平均より多い25%程度を中心に分布した。グラフの右下と左
上に平均から離れた特異な市町村が確認できる。右下のグループは、「最低居住面積水準未満
比率」が高く、「民営借家の家賃4万円未満住宅比率」が低く、低所得者にとって暮らしにく
い。その地域は中村区（17.2%、31.2%）、中区（16.8%、12.8%）、千種区（14.5%、22.4%）、西
区（13.9%、22.4%）。東区（12.3%、18.2%）、昭和区（11.7%、18.1%）の名古屋市の都心および
その周辺区である。他方、グラフの左上のグループは、「最低居住面積水準未満世帯比率」が
低く、「民営借家の家賃4万円未満住宅比率」が高く、低所得者にも暮らし易い。その地域は南
知多町（2.8%、81.5%）、美浜町（5.1%、71.3%）、一色町（1.5%、70.5%）で、知多半島の先端
およびその対岸の町である。
　前者は、大学など高等教育機関が立地している地域に近く、若者の居住が集中する地域や商
業・業務の中心地で便利ではあるが、地価や家賃が高い地域を含み、低所得者層にとっては必
ずしも暮らしやすいとは言えない。
図3　最低居住面積水準未満世帯比率と民営借家の家賃4万円未満住宅比率 
　 　（2008、愛知県）
出所；「住宅土地統計調査」（2008）より作成
民営借家の家賃4万円未満住宅比率（％）
最低居住面積水準未満世帯比率（％）
－27－
名古屋大都市圏の居住貧困と「見守り大家さんヘルプライン」（岡本）
５．非正規労働者の雇止めと住居
　名古屋大都市圏の大きな特徴である製造業。そしてその派遣労働者の居住貧困状況を推察す
る。2008年のリーマンショック以後、「派遣切り」という言葉がマスコミをにぎわした。就労し
ていた者が、突如「住居」と「職場」を奪われる理不尽さゆえである。厚生労働省は「非正規労
働者の雇止め等の状況」を定期的に報告していたが、2010年10月1日の報告では2008年10月か
ら2010年12月までの間に全国で292,375人が職を失った。職を失う人数の上位5位までを表5
に示した。東京都と神奈川県を除くといずれも東海地方である。しかも第6位に9,502人の三重
県、第9位に7,851人の岐阜県が位置する。多くの非正規就労者が東海地方で職を失った。
図4　低所得者の居住困難エリアと容易エリア
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　「非正規労働者の雇止め等の状況」に「住居喪失状況」が示されている。この数字は64%程度
の者を調査対象とした結果である。全体で2％の非正規者が住居と職を失っている。その住居
喪失比率は就労形態別に「請負」の4.1%、「派遣」の2.6%、「契約」の1.9%、「その他」の0.1%
と異なる。
　就業形態別に推計した住宅喪失者数の合計数と雇止めされた非正規労働者総数から推計し
た住宅喪失者数に違いが生じる。地域の就業形態の構成比による違いだが、愛知県では就業
形態別に推計した住宅喪失者数の合計（973人）が雇止め非正規労働者数全体からの推計人数
（940人）を上回る。東京都はその逆で就業形態別の推計者数（183人、雇止め非正規労働者数
全体の推計では376人）の合計の方が少ない。東京都で大きな違いが生じる理由は、「その他」
の就業形態の多さである。地域の就業形態が産業構造を反映し、それが住居喪失者数の違いを
生み出している。
　トヨタを中心とした自動車産業、製造業の多い愛知県や東海地方では郊外の大規模な工場で
雇用される非正規就業者が多い。それらの工場がリーマンショック後の大不況で操業を停止な
いし低下させ、就労していた非正規労働者が就労と居所の両方を失った。非正規雇用でも女性
の場合は被扶養者の場合が多く、住居まで失う可能性は少ないが、男性や海外からの就労者は
住居と就労の場の両方を失う可能性が高い。
　居所を失った非正規労働者のその後の暮らしの多くは不明だが、マスコミ報道などで外国人
では頼れる者も少なく、知人同士で助け合うように狭小な住居に多世帯が過密な居住を強いら
れている事例がある。日本人では無料低額宿泊所や法的に定めのない施設での人として適切で
ない暮らしの事例がある。
表5　雇止め非正規労働者の就業形態別住居の喪失状況（人）（上位5位まで）
都道府県 合計 愛知県 東京都 長野県 静岡県 神奈川県
合計（人）
喪失者数／%
292,375
3,491（2.0%）
46,981
973
18,821
183
11,553
267
11,467
242
10,624
210
派遣（人）
喪失者数／%
151,308
1985（2.6%）
25,131
653
918
24
7,762
202
6,753
176
5,481
143
契約（人）
喪失者数／%
71,069
918（1.9%）
15,953
303
6,378
121
1,651
31
1,841
35
3,213
61
請負（人）
喪失者数／%
22,070
569（4.1%）
3,771
155
654
27
794
33
716
29
103
4
その他（人）
喪失者数／%
47,928
19（0.1%）
2,216
2
10,871
11
1,346
1
2,157
2
1,827
2
（出所;厚生労働省「非正規労働者の雇止め等の状況」2010年9月速報より作成）
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６．「見守り大家さんヘルプライン」から見る居住貧困問題
（１）居住問題の実相
　1990年以降の長期の経済衰退傾向を背景に居住福祉政策に関連する議論が盛んになって来
たように思われる。日本の住宅取得と維持の仕組みは、個人の就労と住居費の支払い能力に依
存している。経済の長期衰退は多くの失業者や低所得者、不安定な就労を広げ不安定収入者を
生んだ。安定した住居を維持できない人々が増え、そうした人々を支えている福祉分野で働い
ている人々を中心に「生活の基盤となる住宅を確保しなければどのような工夫も水泡に帰す」
ことが、認識されて来た。
　住宅政策に関わっている人々からは、低所得者向けの家賃補助、公営住宅の建設、民間賃貸
住宅の借上げ公営住宅化、空家の居住貧困層への提供、バウチャー制度など多彩な制度が提案
されている。法律では、「住生活基本法」（2006）の制定を皮切りに、「住宅確保要配慮者に対
する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（通称;「住宅セーフティネット法」）（2007）、「高齢
者の居住の安定確保に関する法律」（通称；「高齢者住まい法」）（2001年、最終改正2011年）な
どが策定された。2015年度から「生活困窮者自立支援法」が施行される。
　「石と人を支える」制度設計が議論されているが、これらの議論は平常時に住宅を取得した
り、維持したりすることを容易にしようとするものである。想定外の出来事によって引き起こ
された居住困難に対処するには実質的な居住の権利の保障であり、「住居は生活の基盤である」
という認識が不可欠である。その認識の下で居住貧困を引き起こす出来事への適切な対処が求
められる。
　そこで既存統計からは推測できない居住困難状況を明らかにするために愛知共同住宅協会
で実施している「見守り大家さん事業」の「ヘルプライン」（無料電話相談）によせられた相
談を検討する。対象は2013年度の相談（2013年4月1日～2014年3月31日まで）である。ヘル
プラインに問い合わせを寄せた人々は、居住者当人、居住予定者、居住者の関係者、住宅を失
う恐れのある者、行政担当者、支援団体、弁護士、大家や不動産業者など多様である。その中
から「見守り大家さん事業」の問い合わせや大家からの相談を除いた188例を分析の対象とし
た。相談案件を「相談のきっかけ」や「相談前後の状況」を踏まえて、以下の10類型に分類し
た。各分野の最初に居住問題を概観し、具体例を示す。
①　生活保護受給後の転居（14例）。
　現在の日本の制度では、生活保護の受給が住生活の安定を必ずしも約束しない。住宅扶助の
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限度額を上回る家賃の住宅に居住していると、転居指導を受ける。なぜなら、生活保護費は、
生活を維持できるぎりぎりの水準でしか給付されないので、生活費を住居費に流用すると生活
が成り立たなくなる。家賃が住宅扶助額を超えてしまう理由として、配偶者の死亡などによる
世帯規模の縮小、出産、リウマチや脳梗塞などの病気のために就労できず、生活保護を受給す
るようになった場合など、がある。
　住宅扶助額に合わせた住宅への転居負担や転居した住宅が当事者の暮らしを支える規模や
質を有していない場合が多く、その人にふさわしい暮らしを実現する住宅確保策を検討しなけ
ればならない。
・　43歳、男性。生活保護受給中。家賃69,000円のアパートに居住している。区役所より転居
を指導されているが、自分では住宅を探せない。
 　住宅要件：家賃35,800円、共益費3,580円まで。初期費用233,000円まで。保証人なし。緊
急連絡先は、三重県在住の母親。再婚しているので保証人になってもらえない。ワンルーム
でも良いが、浴室と便所は独立していることを希望。洗濯機を住居内に置きたい。車が無い
ので駅の近く。現住地の近くを希望。
・　33歳、女性。生活保護受給の母子世帯。娘は9歳。
 　生活保護基準より高額な家賃のアパートに居住している。甲状腺の病気及びうつ病を患っ
ている。転居指導を受けているが、本人はアパートを探せない。
 　住宅要件：子どもを転校させたくない。家賃は46,600円まで。初期費用は家賃の5か月分
まで。2K。1階は不可。保証人は名古屋市内在住の母（55歳）。
 　不動産屋より「単身者用の物件が見つかったが、大家に母娘が生活保護で居住することの
了解を得なければならない。更に保証会社の審査がある。店舗で相談したい。」との連絡が
あった。
・　28歳、女性。生活保護受給。近日、出産予定。
 　新生児が居ることで住宅探しが難航。N区Sで家賃65,000円の住宅に居住しているが、近
辺への転居を希望。
 　当人は「生活保護の基準家賃は35,800円であるが、子どもが生まれると46,600円になる。
現段階でその家賃額の借家を認めてほしい」と主張している。
 　候補物件は保証人が必要。現住宅の保証人は、結婚していた配偶者が頼んだ模様。
 　住宅要件：家賃は35,800円まで。浴室・便所付。
・　45歳、男性。生活保護受給。ワンルームに住んでいるが、家賃が生活保護の基準額より高
額（6万円）で、転居指導を受けている。
 　仕事を休職、一旦復職したが、また休職。家賃を滞納。来月には2ヶ月滞納。家賃を3ヶ月
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滞納すると強制退去。アパート入居時に保証会社の審査が一社しか通らなかった。
 　住宅要件：N区。駅から10分程度。エアコン付。大収納。保証人なし。双子の兄がK市に
居住。以前、トラブルを起こしたために、兄に保証人を頼めない。緊急連絡先あり。
 　M社では、生活保護受給者は扱わない。
 　S店では、生活保護基準より高い家賃の物件のみ。
②　家賃滞納、ローン破綻（40例）。
　このケースが最も相談が多い。失業による経済的困窮が直接的な原因である。しかし、失業
の理由は怪我、病気（脳動脈瘤、メンタルを含む）、交通事故、家賃を負担していた同居人（名
義人や配偶者を含む）の転居、会社の経営困難、失職、派遣就労（生活保護を受給していたが
派遣就労につけたので停止される、不安定な就労のため、家賃が払えない）、ギャンブル依存、
などである。中には家賃を振り込む銀行口座を取り違えた、という事案もある。
　失業原因の病気、怪我、事故などは本人の責任とは考えにくい。ギャンブル依存症の問題も
個人的な性癖だけでなく、病気としての治療や配慮の問題もある。家賃を負担していた同居人
の転出は、④の事例と裏腹であるが、本人だけの問題とは言えない。前述の「非正規就労者の
雇止めの問題」とともに派遣就労による不安定で低収入による家賃滞納も本人の問題と言うよ
り、労働問題として社会的に解決すべきである。いずれの原因にしても社会的に対応すべき余
地が存在する。
・　69歳、女性。息子と二人で居住。2DKと駐車場1台（一台分（3500円）を解約した）分の
家賃（58,000円）を3ヶ月滞納し、管理会社から「全額払えないのなら、5月21日に退去」す
るように言われた。
 　息子の体調不良で、収入が減少。息子の収入（14万円）と自分のパート収入（5万円）+
年金（7万円）を合わせても家賃滞納額を一括して支払うのは無理。「来月の年金支給日（6
月15日）まで待ってほしい」と言っても受け付けてもらえない。T市の福祉課に相談して、
ヘルプラインを紹介された。
 　家賃4万円台で同等の住宅は見つかりそう。
 　N市に兄（76歳）が居る。緊急連絡先は頼めるが、保証人は無理。
 　住宅要件：1階。2DK。家賃は駐車場代一台分を含んで4万円程度。トイレは洋式。コー
ポタイプ。シャワー、給湯つき。
 　5月10日頃、10万円ほど入金したら、そのまま住み続けられるようになった、と言う。
・　40代、男性。夫婦ともにブラジル人で永住権あり。H団地の公団住宅に家族3人（夫婦と
子ども）で居住。月収は23万円程度。
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 　家賃（55,000円）を滞納（3ヶ月程度）して、退去を命ぜられている。家賃以外にライフラ
イン代も滞納し、滞納額は合計で20万円程度。
 　福祉センターに相談して、ヘルプラインを紹介された。給料日は来週。
 　日本語は聞けるが、うまく話せない。
 　公団に「何時、いくら払える」と約束し、その通りに履行するしかない。
・　51歳、女性。フィリピン人。障がい者の娘（26歳、収入日に所持金が51円）と同居して
いる。
 　病気で仕事を休み、家賃の支払いが遅れた。5月20日までに2ヶ月分（49,500円×2）を支
払わなければ、「5月24日までに退去してほしい」と言われている。
 　少し収入はあるが、生活保護を受給。病院の治療費は生活保護で支払っている。所持金
はない。食べ物はフィリピン人の仲間の援助と牧師さんからの配給。期限までに支払わな
いと、管理会社にドアをロックされる（以前、実施され、勤務先から前借し、家賃を支払っ
た）。K市役所に相談し、ヘルプラインを紹介された。
 　市役所が家賃の代理納付を提案したが、断られた。
 　3人の娘と2人の息子がいるが、娘の一人は子どもを3人抱えており、生活保護を受給して
いる。息子の一人は近々、子どもが生まれる。末子の息子も何とか暮らしている状態で、金
銭的に頼れる者は居ない。
③　住宅の取壊し（14例）。
　取壊される住宅は老朽化した建物が多いが、居住者も高齢の場合が多い。建物の老朽化が進
み、耐震強度を補うため建替えや耐震補強工事が不可欠となる。居住者は高齢で定年退職して
いるか、わずかな年金で暮らしている場合が多く、低所得ないし無職のために転居先を見つけ
られない。
　更に高齢による疾病を抱え、通院の必要があったり、認知機能の低下があったりして相談や
判断にも困難を伴う。通院のために転居先地域が限定されたり、高齢単身などでペット飼育を
必要としたりする場合があり、転居先選定の困難さが増大する。
・　72歳、男性。居住していた住宅が取り壊されるというので、転居先の住宅を契約する前に
退去。不動産屋から新たな住宅を契約するために緊急連絡先が必要と言われた。
 　緊急連絡先は、保証人とは異なり何の義務も負わないので、入居者自身が「万一の場合に
連絡して欲しい人」にすれば良い。
・　77歳、女性。ひとり暮らし。居住している（10年前に入居）公団住宅（1DK、家賃43,700
円、共益費3,500円）が2013年度中に取壊し予定。他の居住者は公団が他の公団住宅に振り
－33－
名古屋大都市圏の居住貧困と「見守り大家さんヘルプライン」（岡本）
分けたが、当人に振分けが無かった。
 　医療機関（膝などの治療）に歩いて通える地域に転居希望。エレベータがあれば何階でも
良い。家賃は住宅扶助額以内。15～20分程度の歩行は可能。コインランドリーは洗濯物の持
ち運びが必要なため、不可。
 　不動産屋から「N市N区、生活保護受給者、高齢者、ひとり暮らしの条件で住宅を探すの
は困難」と言われた。身元引受人のNPOとともに転居先を探したが、大家に「生活保護受
給」を理由に断られた。N区役所に相談してヘルプラインを紹介された。
 　ヘルプラインで探すと、不動産屋から「来店してもらえれば、相談することが可能」と言
われたが、外出には付き添いが必要。
 　不動産屋に案内された住宅が気に入ったが、契約対象の部屋とは異なっていた。契約対象
の住宅はIH対応ではなく、押入れの位置が案内された住宅と異なり、ベッドを搬入できな
かった。居室が5畳では狭い。洗濯機を他人と共用するのは嫌なので、洗濯機を居室内に置
きたい。
 　希望物件が見つからない。N区内であれば通院のためのタクシー代が支給されるので、対
象範囲を医療機関からタクシーの初乗り区間までからそれ以遠に拡大した。しかし、ネット
検索では「6畳+押入れ」（20～23m2）までの物件しかなく、N区内では生活保護受給者が借
りられる物件が見つからなかった。
 　IHは故障したことがあるので、「IH限定」という条件を外して探すこととした。
④　離婚や不仲のための退去（22例）。
　様々な出来事で賃貸借契約上の権利を失う場合がある。同居人との不仲の原因は多様であろ
うが、障害、病気、認知症などを抱えた介護問題が関係している場合が多い。生活や介護の基
盤である住居の広さ、設備、立地が適切であれば、生活の崩壊を防げたかもしれない。中には、
同居人間の三角関係のもつれから退去せざるを得ない事例もある。全ての人が当人にふさわし
い住居を獲得できる社会環境であれば、不自然な同居も必要なかったであろう。
・　62歳、男性。
 　当人が月3万円を負担し、障がい者である兄の運転手などをして兄夫婦と3年間同居。兄
弟とはいえ同居が大変になり、ひとり住まいを決断。
 　住宅の探し方が分からず、N市役所に相談したところ、ヘルプラインを紹介された。
 　住宅要件：希望地域は、名古屋空港付近。家賃は5万円程度。バス、トイレ付。1DK。駐
車場付。
・　45歳、女性。
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 　A市内で同居していた男性と別れ、住む所がなくなった。生まれ故郷の恵那で警察に保護
され、N市のA荘に一時滞在。M区に生活保護を申請し、住まいを探し始めたが、住宅の探
し方が分からない。
 　住宅要件：M区K付近。保証人なし。緊急連絡先は友人。家賃は、35,800円まで。共益費
は家賃の一か月分程度まで。保証料は支給。
・　91歳、男性。
 　心臓病で通院中。夫婦二人暮らしだが、折り合い悪く、ひとり暮らしを希望。年金は、月
額12万円。
 　住宅要件：保証人は「いきいきライフサポートあいち」。商店街または病院の近くを希望。
一階またはエレベータ付。家賃は5万円未満。
⑤　居住の権利がない（6例）。
　法的な居住の権利が確保できていない者も多い。「外国籍で夫と法律上離婚できていないの
に夫が退去し、その住宅に住み続ける権利を有していない」。「住宅の名義が親になっている
が、親が施設に入所したので退去させられた」。「住宅の名義人となっている内縁の夫が亡くな
り、退去させられた。高齢で認知力が低下している」。「借地契約が終了」。「借家名義人となっ
ている夫婦が退去し、残った居住者が賃貸借契約に含まれておらず、居住し続けられない」。
・　ブラジル人家族（母、子ども二人（高二、幼稚園））。5月31日（明日中）に退去するよう
に言われている。退去理由は契約者以外の居住。現在の家賃は51,500円。永住権はなく、3
年間のビザ。高校生の息子は日本語が分かるが、母親は日本語の理解が困難。
 　過去に結婚し、長男の出産後に別れた。その後別の男性と同居（結婚していない）、下の
子どもが生まれた。その男性と離別後もその男性が契約した住宅に住み続けた。
 　高2の父親とは離婚していないので、市営住宅を母子で申し込めない。高2の父親は群馬
に居住していて入院中。生活保護受給。K高校に自転車で通える地域の住宅を希望。
 　一般に、外国籍で生活保護受給者は大家の了解を得ることが困難、と言われている。
・　31歳、男性。生活保護（月35,800円）を受給しながら求職活動をしている。母親名義の住
宅に同居していたが、母親が施設に入所。「息子は退去するよう」に言われた。本人は過去
にK市で家賃滞納があり、住まい探しが困難。いとこがI市に居住しており、緊急連絡先を
頼めそう。
・　77歳、女性。
 　内縁の夫の契約したアパートに夫と同居。夫の死亡後も住み続けているが、大家は77歳の
女性を借主として新たに契約したがっている。保証人がいないので困っている。市民相談課
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に相談し、「見守り大家さん」を紹介された。
 　高齢者住宅財団の制度（保証、契約書作成）を紹介し、愛知共同住宅協会で契約手続きを
検討する。本人が高齢のため、話が理解できたのか疑問。制度を住宅と勘違いしたり、費用
も良いと言ったり、高いと言ったり。
　市民相談課から地域包括支援センターに引き継ぐことができ、福祉法人と愛知共同住宅協会
との連携でこの女性を支援することとなった。
⑥　DV（10例）。
　DV被害を悪化させないように配偶者など同居人に転居先を知られないようにしなければな
らない。そのためには、転居の検討を悟られないようにする必要がある。同居人が在宅してい
る時間帯の電話、郵便配達、ファックスによる相談や情報収集等を避ける必要がある。それ以
外の時間帯や自宅以外で相談しなければならない。また、女性の被害者は子どもを抱える事例
も多く、子どもの通園・通学圏を配慮しつつ転居先を探す必要がある。DV被害者が障害を抱
えている場合もあり、バリアフリー住宅を探す必要があり、それが困難を増幅させている事例
もある。原発事故から避難し、経済的困難を抱えた避難者が、DVを受け、神経症をかかえ、
適応障害に陥ると言う症例もある。DVシェルターの持っているイメージや居住環境から施設
を利用せず、一般住宅の居住を希望する被害者もいる。
・　32歳、女性。子ども2人（小学校2年生、幼稚園の年中）。
 　夫のDVに耐えられない。早く、家を見つけて出たい。パートで働き、収入は月に8万円
～10万円。
 　配偶者が在宅しているため、月曜日以降の郵送を希望。
 　住宅要件：子どもの小学校区。職場のT市駅付近やO市内。家賃は4～5万円。駐車場1台
を希望。保証人、緊急連絡先ともに無し。
・　44歳、女性。中学3年生の息子。
 　DVのために母子生活支援センターに入所中。8月中に引越したい。生活保護を受給中。
 　住宅要件：家賃46,600円まで。2DK。保証人なし。緊急連絡先あり。希望地域は、D駅周
辺、K駅周辺、J駅周辺。
⑦　寮・社宅などからの退去（16例）。
　社宅や寮での居住は、企業の雇用が条件である。何らかの理由で就労が継続できなくなる
と、居住が保障されない。就労できない理由として定年、雇用期間の終了（期間工など）、失
業、疾病（入院を含む）、妊娠、奇声、精神疾患などが在る。ペット飼育と言う居住規則に反
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する問題も在る。また、親族の起こした事件の為に寮に居住できない事案も在る。
・　43歳、女性。
 　T市内の会社を5月末に解雇。居住していた寮から今週中に退去するように言われた。街
で配布している就職情報誌で仕事を探したが見つからない。所持金が少なくなり（6月17日
に5,000円）、面接やハローワークに行く交通費もない。
 　生活保護を視野に市役所で相談したが、失業保険や再就職もあるのでハローワークに行く
ように助言された。6月19日には所持金が2,000円。
 　K町の両親宅に同居し、求職中。
・　64歳、男性。
 　派遣会社の寮に夫婦で居住。体の調子が悪くなり（持病に糖尿病）、仕事ができなくなっ
た。年齢的にも次の仕事を斡旋してもらえない。8月末までに退去するように言われた。7月
12日から生活保護を受給。
 　住宅要件：K市民病院に通院しているが、混雑がひどいので、個人の診療所でも近ければ
良い。暑いので、エアコン（できれば照明も）付を希望。2DK、家賃48,000円以下。トイレ
は洋式。風呂とトイレは独立。親族の保証人は無し。緊急連絡先は四国に住んでいる奥さん
のいとこ（59歳、女性）。
 　H社；親族の保証人+保証会社が基本。生活保護の受給理由と退去理由いかんで、住宅の
所有者から入居の許可が出るかもしれない。
 　保証会社の審査がM社、H社ともに通らなかった。思い当たる理由を尋ねると、2013年5
月頃、自分で借りたアパートの家賃を滞納したとのこと。まだ5万円ほどの滞納が残ってい
る。
・　47歳、男性。
 　15歳の息子が犯罪で施設に入所。息子の事件の弁護士と保護司からアパートからの退去を
要請された。10月末の期限。生活保護を受給。アルバイトの収入が少しある。
 　希望はK市内。2DK。保証人はF市に住んでいる両親。
 　N社では、生活保護受給者の場合、70歳を超えた保証人は認められない。
⑧　退院・退所（18例）。
　病気が原因で住居を失う場合と住居を失うことで、病気になる場合があるが、いずれにして
も退院時に居住できる住宅が確保できていない。病院や施設に入所する場合、期間が長くなる
と予想されれば、単身世帯は出費を抑えるために賃貸住宅の契約を解消する場合がある。その
結果、退院や退所時に、生活する場所が無くなる。
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　警察での拘留後に帰る家が無い事例が複数あるが、もともと経済的に貧困で住居を確保でき
ないことが犯罪の原因となっている事がある。
　無料低額宿泊所の居住者の多くは野宿状態に陥っていたが、こうした人々も無料低額宿泊所
を退所後に居住する住宅が無い。他の理由として病院のグループホームの閉鎖、などがある。
・　58歳、男性。H町出身。
 　心臓病のために勤務先を退職せざるを得なかった。H病院に入院後、退院できる状態に
なったが、住む住宅が無く、退院を延期。早急に住宅を探す必要がある。現在、T町で生活
保護を受給。
 　住宅要件：家賃36,000円まで。初期費用は、敷金、礼金、保証料など186,400円まで。希
望地域はH町。保証人無し。兄に保証人を頼めないが、緊急連絡先なら大丈夫そう。一階が
良い、最低でも二階まで。古い木造住宅でも可。
 　共益費が高く、自己負担の大きい、物件に決定した。
・　39歳、男性。
 　O町にある無料低額宿泊所に居住しているが、アパートで暮らしたい。G流通センタ （ーN
区）で派遣のパートとして就労。自転車で通勤。月収は10～11万円。
 　住宅要件：希望は就労場所へ自転車で通える地域。保証人なし。緊急連絡先は友人。1K、
浴室、トイレ付きを希望。
・　68歳、男性。
 　脳梗塞で入院。かなり快復して杖で歩けるようになった。本人の退院希望に主治医が許
可。入院前は生活保護を受給してN区のアパートで暮らしていた。快復するとは思わなかっ
たので、入院後直ちにアパートを解約し、荷物を処分。S病院相談室でもアパートを探して
いるが見つからない。T市に要介護の兄が居るが、保証人はおろか、「何があっても連絡す
るな」と言われ、緊急連絡先にもなってもらえない。N区役所の生活保護担当者が緊急連絡
先になってくれるかもしれない。
 　本人は、認知症ではないが、外出は無理。
 　住宅要件：できればN区内で。一階またはエレベータ付。部屋にトイレがあればどんなと
ころでも可。一か月以内をめどに探してほしい。
 　A社；こういう状況の人は、近くに身内が居ない限り無理。
 　M社；1階の物件はない、2階の物件ならある。
⑨　家が無い。野宿（12例）。
　「家が無い」などホームレス状態の者からの訴えは切実である。
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　母子家庭で家が確保できていない者、年金生活から野宿生活に至った者、生活保護を受給し
ていたが仕事でトラブルに巻き込まれネットカフェで暮らす者、住宅を売却された障がい者、
派遣切りで野宿に至った者、病気で失業し車に泊まり込んでいる者、家出から野宿に至った者、
地方から名古屋大都市圏に移住してきた者などである。さまざまな事情と経緯があるが、暮ら
しの拠点となる住宅を失った者が新たに住宅を確保することは困難である。
・　母子家庭（子ども3人）。家が無いため、知り合いの事務所に居座っている。市営住宅の抽
選結果が第6位だったため、入居できない可能性が高い。
 　仕事はパートで月収平均10万円。子どもは、3歳、2歳、1歳。母子手当は受けていない。
 　住宅要件：T市S小学校区を希望。家賃は4万円以下、初期費用は15万円以下。駐車場が
必要。一階を希望。2DK。浴室、便所が独立。便所は洋式。保証人はいない。緊急連絡先あ
り。
・　62歳、男性。ホームレス。
 　橋の下で猫三匹と暮らしている。10月に橋の改修工事が予定。それまでに住むところを探
したい。
 　住宅要件：O町、K町あたり。家賃は36,000円まで。初期費用は保証料を含めて186,400円
まで。保証人無し。緊急連絡先はA福祉事務所又はささしまサポートセンター。猫は手放せ
ない。
 　M社；保証人のいない人に住宅を紹介できない。
 　E社；ペット可の物件は家賃が高い。
 　H社の物件に決定。
・　33歳、男性。11月11日から派遣会社の紹介で就労。収入は月に5～6万円。ネットカフェ
に毎日、1500円の料金を支払っている。
 　9月初めごろまで生活保護を受け、NPOの運営している寮で居住。生活保護を受けながら
仕事をしていたが、仕事上のトラブルで仕事を辞め（一か月働いた）、寮も出た。生活保護
担当者ともうまくいっていなかった。生活保護を受けていると、規則があり、しんどい。生
活保護を受けたくないが、住まいが無いと長期の仕事を紹介してもらえない。
 　住宅要件：名古屋駅からS市までの中間あたり。
⑩　新たな居所を探す（20例）。
　「新たな居住を求める」ことは、明るい将来を想像させるが、多くは現在の生活の困難さから
逃れることを目的としている。「息子と別居」「親が障がい者年金を受給」「事故のために生活
保護を受給。住宅が老朽化している」「生活保護で6人家族」「母子家庭で4人の子どもを抱え
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た生活保護受給世帯」「親が施設から退所するため新しく広い住宅を探している」「失職して、
生活保護を申請している」「脚に障害があるためにバリアフリーの住宅が必要」「年金受給額の
半分の家賃の住宅を探したい」「生活保護を受給している」「夫が亡くなり、生活保護を受給し
ている」「トラブルメーカーで、新たな居住の場を探している」「出産のため、新たな住宅を探
している」
・　58歳、男性。
 　息子と同居。息子も年頃なので別々に暮らしたい。M区でトラック運転手のアルバイトを
している。日給 12,000円、繁忙期（10月～3月）で月収30万円ぐらい。年収にすると240万
円ぐらい。M区の23号線沿いかH地区、T地区あたりを希望。軽自動車一台の駐車場が必
要。1Kでも木造の長屋タイプでも可。家賃は駐車場代を含めて3万円台まで。保証人は息子
三人。
・　69歳、女性。N市内の戸建借家に居住。家族と距離をおくために転居希望。生活保護申請
中。
 　住宅要件：N市内の南よりM区、A区、MN区、MD区を希望。戸建借家が良いが、2階建
て程度の集合住宅も可。大型犬を一頭飼っているが、あきらめることも考えている。6月中
旬には転居したい。保証人はいない。緊急連絡先は、N市内の娘。
 　N社：生活保護受給が確定してから来店してほしい。生活保護受給者可の物件もある。
 　A社：生活保護受給者は来店してほしい。生活保護受給者可の物件もある。
・　34歳、男性。父親の障がい者年金で県営住宅の家賃を支払って暮らしている。父親は精神
的な病気で月12万円の手当を受給。本人も精神的な病気で通院。生活が苦しい。県営住宅を
出て生活保護で暮らしたく、市役所で相談。市の担当者にアパートを決めてきたら、生活保
護が下りるかもしれないと言われた。アパートを見つけてほしい。Aマンションを案内する
が、敷金が払えないと断った。
 　市役所で敷金等の貸付を相談し、社会福祉協議会を紹介されたが、貸付はだめだった。
 　父親とけんかして野宿状態になる。市役所に当人を連れて行き、生活保護が確定する。A
マンションを契約し、即日入居。しかし給湯設備が壊れており、修理が必要。数日後に当人
がこの住居から退去。
⑪　その他（16例）
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（２）居住支援事業
　本項は、愛知県下唯一の民間賃貸住宅の大家を中心とした公益社団法人愛知共同住宅協会の
無料電話相談「ヘルプライン」を通した居住支援事業を紹介する。この事業は、2012年度より
交付されている愛知県「NPO等が行う生活困窮者等支援事業補助金」事業の一部である。事業
全体は「見守り大家さん」事業と名づけられ、大家への見守り実態アンケート、ほのぼのエピ
ソードの募集、講演会、交流・研修会、無料電話相談「ヘルプライン」で構成されている。
　居住生活は住宅がなければ成り立たない。住宅の立地で利用できる病院、学校、商店、勤務
できる職場が決まる。住宅の広さや設備が住宅内の生活を限定する。自分にあった住宅を見つ
けることで自分の望んでいる生活が実現できる。ところが自分にあった生活を実現できる住宅
を見つけることは容易ではない。まして心身機能に障害を持つ者、子どもを抱える者、仕事を
失った者、保証人を提示できない者、人間関係がこじれた者、高齢者、女性、未成年、外国
籍、滞納履歴のある者、刑余者、住宅や社会制度に関する知識や情報が少ない者など様々な困
難を抱えている者が本人にふさわしい住宅にめぐり合える可能性は低い。見守り大家さん「ヘ
ルプライン」はそうした人々のために開かれた社会との窓口である。「ヘルプライン」では寄
せられた相談に電話を通して対処するが、要望や要求だけでなく、その経緯や背景に踏み込ん
で当事者の状況を把握する。当事者の状況に合わせて必要な機関や社会資源と連携するためで
ある。自治体、病院、社会福祉施設、支援団体などの窓口にチラシを配布し、事業内容の周知
を図っている。当事者に必要な住宅を紹介するには大家のみならず、不動産仲介業者の協力も
欠かせない。当事者だけでは解決できない問題も、専門家ひとりでは解けない問題も、団体や
機関が連携することで解決できることが増える。この三年間の間の活動を通した問題解決は、
多くの人々に「見守り大家に相談すれば何とかなるかもしれない」という期待を抱かせるよう
になり、愛知県下の居住支援ネットワークが強化された。
　以下に居住困難ごとの居住支援活動の概要を紹介する。
①　転居指導された生活保護受給者
　生活保護受給者で住宅扶助額を超える家賃の住宅に住んでいる場合、転居指導を受ける。生
活保護で暮らしを支える場合、住宅扶助額以内の家賃の借家に住まないと、生活水準の低下が
容易に想像できる。住宅扶助額以上の家賃に住んでいる理由は様々であるが、健康と配偶者の
問題に大別される。病気によって失職し、生活保護を受給するようになる場合と、配偶者の死
亡や離婚の場合がある。若年女性は、離婚で子どもを抱えている場合がある。
　少なくとも転居指導を受けるまで暮らしてきたので、できるだけその居住水準を低下させた
くなく、転居に向けた行動が鈍い場合が多い。しかしながら「生活保護受給」（保証人無）、「母
－41－
名古屋大都市圏の居住貧困と「見守り大家さんヘルプライン」（岡本）
子世帯」という条件で、尚且つ市街地中心部で住宅扶助基準内の賃貸住宅を探すことは至難で
ある。仲介業者も店舗で当該人の状態を確かめたい、という心理が働くようで全ての該当物件
を一度に提示しない。
②　住宅ローン破綻や家賃滞納者
　家賃滞納の原因は様々ある。その原因は、仕事、病気や怪我、家族や同居者、その他の問題
に区分できる。仕事の問題は派遣就労による不安定性が原因である。短期間のうちに仕事が
あったり、なかったり、就労時間や職場の変更も頻繁である。そうした不安定な生活の合間を
縫って、当事者と連絡を取りながら、次の転居先を探す。
　病気や怪我が原因の場合は、転居後の暮らしが成り立つように医療機関の立地を見極めなが
ら、身体機能に合った住宅設備のある住宅を探す必要がある。
　家族や同居者の問題は、家賃を負担していた同居人の退去である。多くは婚姻関係などの人
間関係が問題になるが、高齢の場合には心身の状態による同居者の退去もある。特に、外国籍
の場合に婚姻に関する法的手続きが遅れていたり、成立していなかったりする場合があり、配
偶者が退去するなどして家賃の滞納が発生している。家賃滞納の事実は相談されるが、その背
景や解決に影響を与える家族関係について報告を受けるまでには時間を要し、外国籍の場合は
日本語によるコミュニケーションの困難も加わる。その他の問題として盗難や警察での拘束と
いう事例もある。
　いずれにしても家賃滞納には様々な問題が関わり、その原因を解決しなければ再び住居を失
う可能性が高くなる。様々な借金を繰り返している当事者もあり、負債を抱えたままでは住宅
を確保しても生活が再建できず、自己破産に至る場合もある。
　家賃滞納者が新たな住宅を探す場合に問題となるのは、「生活保護受給」（保証人無）、「家賃
滞納履歴」、「精神疾患」である。当事者は社会福祉協議会や自治体の社会福祉関係部局に相談
している場合が多いので、当該行政機関との連携を密にしながら、当事者の家賃滞納履歴が障
害とならない保証会社を利用したりして新たな住居を探している。
③　住宅が取壊される人々
　住宅が取壊される居住者の多くは高齢者である。高齢者は、労働市場から排除され低所得や
無職である場合が多い。貯蓄があれば、転居の選択肢は広がるが、老朽住宅に住み続けている
高齢者は貯蓄も少ない場合が多い。高齢者は多くの場合疾病を抱え、通院や介護の必要もあ
る。耳が遠かったり、認知機能の低下があったりしてコミュニケーションの支障も問題であ
る。
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　「ヘルプライン」は住宅が取壊される高齢者が暮らせるように通院可能な範囲の住宅が探せ
るまで、不動産仲介業者と当事者の間を取持つ。当事者が生活保護受給者であれば役所の担当
部局、不動産仲介業者、当事者の三者の間を取持つこととなる。
④　離婚や不仲のために安定した住居を失った人々
　離婚や同居者との人間関係の悪化による居所の喪失は、弱者に困難が及ぶ。若年の場合は女
性が多く、妊娠や出産の問題を抱える者もいる。未成年者は契約できないなどの困難もある。
母子生活施設や宿所提供施設などとの連携が欠かせない。児童福祉施設での生育経験を持つ者
など貧困の継承問題などもある。
　中高年の場合、同居者と不仲になる背景に疾病や障害が存在する。介護や看護の疲れ、経済
的な困窮などが同居者間の人間関係を悪化させ、退去に至っている例が多い。「ヘルプライン」
は複数の行政施設や医療機関の立地などを勘案しながら適切な住宅情報の提供を行っている。
⑤　居住が継続できない人々
　住宅の契約者が居なくなった場合に同居者の居住継続が困難になる。契約者が居なくなる原
因は死亡、施設入所、退去など様々である。居住を継続している同居者も様々な生活困難を抱
えている。生活保護受給、高齢、外国籍、子どもを抱えているなどである。その上、契約者は
死亡や施設入所などのために保証人としては不適格で、保証人の選任も困難を極める。高齢の
場合、保証人の選出に高齢者住宅財団の制度を活用する場合もある。
⑥　DVなどで安心できる住居を失った者
　DVの被害者は女性である場合が多い。そして子どもを伴って新たな住居を探す必要性に迫
られる。母子の生活を支えるには仕事が必要であるが、子どもの生活のためには保育施設や学
校への通いやすさも大事である。家庭内暴力は肉体的のみならず精神的な暴力もある。被害者
は精神的な疾患を抱えている者も多い。配偶者や同居者のDVから逃れるために転居したにも
関わらず、見つかってしまう例もある。被害者との転居の相談は同居者に悟られないように郵
便の届く時間、ファックスを送る時間、電話をかける時間など最大限の注意を要する。
　数は少ないが男性が女性からDVを受けていると考えられる例もある。
⑦　寮・社宅などから退去させられる者
　寮や社宅、借家などから退去を求められる一般的な理由は失職である。失職原因の多くは疾
病であるが、退去理由は出産や親族の犯罪、ペット飼育など居住規則違反まで幅広い。転居先
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としてその原因に対応した住居を探す必要がある。職を失っている者は収入がないので生活保
護受給などの支援が必要となり、管轄自治体との連携が必要である。通院条件も重要である。
ペット飼育が許容されるなど居住規則の適合性の確認も必要である。
⑧　退院、退所後の家がない人々
　入院の必要な傷病の場合、不安定な就労形態であるほど就労の継続が困難で退職、住居の喪
失に至る場合が多くなる。病院のケースワーカー、生活保護を受給するために管轄自治体の担
当者との連携、保証人となってくれる団体との連携も必要である。
　宿所提供施設などの施設に入居している者はホームレス経験者である場合が多く、安定した
住居への転居も重要な支援である。生活困窮者の支援を行っている団体や施設運営団体との連
携は不可欠である。警察に拘留された者の居住支援もある。この場合は担当弁護士との連携が
不可欠となる。
⑨　家を失っている人々
　住居を失った者の支援は、ホームレス支援団体、愛知県や当該自治体との連携が不可欠であ
る。関係団体や管轄自治体と情報交換を緊密にしつつ、当事者の希望に合った暮らしが実現で
きるように居所を探す。就労が困難な場合には生活保護受給のために管轄自治体との連携が欠
かせない。
⑩　新たな住宅を探している人々
　様々な理由で新たな住宅が必要な人々がいる。家族がそれぞれの生活を送りたい、住宅が老
朽化している、居住地の環境を改善したい、親が施設を退所する、心身の障害、加齢や家賃負
担の軽減、社会福祉施設からの退所、世帯規模の拡大などである。それぞれの改善したい問題
に合わせた住宅の選定が必要である。
まとめにかえて
　名古屋大都市圏は、三大都市圏の中で最も居住水準が高いが、「新たな居住貧困」を考察し、
明らかになったことを列挙し、まとめにかえる。
　①　社会全体の「居住貧困」とは異なり、住宅数が世帯数を上回り、空き家が発生している
にもかかわらず、適切な住居で暮らせない「新たな居住貧困」が生まれている。
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　②　住宅の取得や居住水準の向上を推進させてきた仕組みが、「停滞する地価」「下落する賃
金」「不安定な雇用」「世帯規模の縮小」によって機能を停止させた。
　③　「新たな居住貧困」を促進させる要因として「公営住宅の停滞ないし減少」「低家賃住宅
の減少」「無料低額宿泊所や法的に定めの無い居住施設の増加」がある。
　④　最低居住水準面積未満比率の低所得者層の増大と高所得者層の減少と言う所得による
居住水準の格差が拡大している。
　⑤　低所得者層が暮らしやすい地域と暮らしにくい地域という地域格差が生まれている。
　⑥　住宅以外の建物に居住している者、特にその他の建物に居住している者が増加してい
る。
　⑦　非正規雇用者の雇い止め後の居住実態が把握できていない。
　⑧　「愛知・見守り大家さん」事業のヘルプライン（無料電話相談）の1年間の相談事例から
誰もが簡単に住居を失い、再び安定的な住居を確保することの困難さが認識できる。一般に低
所得者が本人の暮らしに合った住宅を探す場合の障害は、「公営住宅・低家賃民間賃貸住宅の
減少」、「収入の低下」、「保証人の不在」である。しかし、居住困難は経済的な困窮や住宅の欠
乏だけでなく、それらにかかわる様々な原因をきっかけに当事者に降りかかる。住宅を取得・
維持する社会経済の条件変化を改善させる政策は必要であるが、居住貧困を引き起こす様々な
出来事に対処する方策も必要である。住宅取得について情報の非対称性が指摘されるが、居住
困難を解決する社会的資源の情報普及も進んでいない。「見守り大家さん」事業を通して居住
を支援する社会的資源のネットワークがより進展することを期待したい。
　「居住の権利」を保証する認識の下に政策全般を再編するとともに緊急支援策の充実が求め
られる。「新たな居住貧困」を引き起こす出来事として次のような事象がある。
　ⅰ 生活保護受給後の転居、ⅱ 家賃滞納、ローン破綻、ⅲ 住宅の取壊し、ⅳ 離婚や不仲の
ための退去、ⅴ 居住の権利がない、ⅵ DV、ⅶ 寮・社宅などからの退去、ⅷ 退院・退所、
ⅸ 家が無い・野宿、ⅹ 新たな居所を探す
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